
医師確保総合対策（H17．8）の推進状況  

総合対策の骨子  

H18医療法改正法において措置（平成19年4月施行）  

◎医療対策協議会の制度化  

（集約化・重点化や、地域枠の拡大等を検討する）  
◎医療計画の見直し（集約化の方針の明確化）  

◎国、地方公共団体、公的医療機関、医師の責務の明確化   

平成18年度予算において措置  
◎へき地診療所医師からの24時間対応電話相談体制整備、巡回  

診療等に係る助成の実施等  

◎女性医師バンク事業の創設、女性医師復帰支援講習会等  

平成18年度診療報酬改定で小児科・産科に重点評価   

関係省庁において措置  
◎自治体病院の再編を支援する地方財政措置（総務省）  

◎都道府県派遣医師の退職手当負担の弾力化に係る地方自治法   

改正（総務省。平成18年6月7日施行）  

（1）医療対策協議会の制度化  

（2）医療連携体制の構築等   

○医療計画の見直し（事業ごとの連携体制構築）   

○医療資源の集約化■重点化の推進等  

（3）へき地医療や小児救急医療等に対する   

関係者の責務の明確化、積極的評価  
（4）養成・研修課程における医師確保対策   

○地域枠の拡大（奨学金の有効活用）   

○自治医大の定員枠の見直し  

（5）へき地医療等に対する支援策の強化   

○都道府県で雇用した医師の派遣   

○地域でのキャリア形成システムの構築  

（6）診療報酬による適切な評価  

（7）需給調整機能の強化と働き方の多様化   

への対応   

○女性医師バンク（仮称）事業の創設等   

○仕事と育児を両立できる環境整備  

（8）医師の業務の効率化   

○医療関係職種や事務職員との役割分担と連携  

地域医療を担う医療人を養成する大学の取組を支援（文科省）  

㌧検討   

等  

（9）その他の対策   

○へき地等における人員配置標準の特例   

○裁判外紛争処理制度の検討  

※ へき地、離島での診療経験を、公立病院等における報酬や勤務  
●‘…ト 

条件で評価すること、専門医の取得において評価すること等を、  

．．．．関係者に働きかける。  

■1醸 医師の業務の効率化（関係職種や事務織員との役割分担、連   

携）について検討する。  
・・・・■※ 診療行為に関連した死亡の調査分析モデル事業等を通じ、裁判  

外紛争処理制度等について検討する。   



「医師確保総合対策」（平成17年8月11日 地域医療に関する関係省庁連絡会議）の進捗状況  

具体的対策の概要  

①医療計画による実効性ある地域医療の確保■医療連携体制の構築（共通）  

箸O H18医療法改正で対応   

（医療機能の把握：30条の5、数値目標の設定：30条の4第2項1号  
、、救急医療等確保事業の具体的位置づけ：30条の4第2項5号）  

…○各都道府県の医療機能を把握するための指標を、国において  
星平成18年7月中に提示予定。また、数値目横設定のためのデータを  
皇19年1月目途に提示予定。  

○ 医療機能の把握、数値目模の設定。   
へき地医療卜小児医療・周産期医療等の確保を具体的に位置づけ  

‾‾‾‾‾‾●‾‾‾●‾‾‾‾‾‾…‾‾‾  
「b主要な亨要≡富田繭嶺葡両石碩衰盲責藩青首左石こ満車蒼  

室 予算措置済み（新規：医療連携体制推進事業6朋百万円）  一－一一   
雨音   

竜平成20年度からの新たな医療計画に盛り込むよう、平成18年5月  
；に通知済み。  

○ 主要な事業ごとに医療連携体制を構築  

○ 第10次へき地保健医療計画（平成18－22年度）に基づき、  
へき地保健医療対策を医療計画に具体的に明示  

30粂の4  正でも対応   
地域内協力  

○集約化・重点化の考え方を通知済み（平成17年12月、3省連名）   
フォローアップ調査を実施（平成18年4月）．調査結果公表（7月）．   
今後も適宜フォローアップを実施予定。  

O H18医療法改正でも対応  
（救急医療等確保事業の具体的位置づけニ30条の4第2項5号、  
主要な事業ごとの医療連携体制構集責務：30条の4第3項1号、   
開設者一管理者の協力責務：30条の7、  
医療関係者の医療対策協議会参加への協力真務：30条の12、  
医療従事者の県の施策実施への協力責務：30条の13、  

○ 小児科・産科など特定診療科について、医療資源の集約化・重点化推進  

全段医療農凰吸県旦鹿無芸盛会殴協力泉温；封真土旦旦条ユ盈⊇量1＿．＿＿  

真のため地  
棲的評価  務の明確化と   

○ト‖8医療法改正で対応   
（国：基本方針の策定：30条の3・補助：30条の9、県：基本方針  

○へき地医療や小児救急医療等の確保努力（国及び地方公共団体）。   
医療計画の策定に係る基本方針の策定（国）  

H18医療法改正で対応  ○ 国公立病院等も含めた公的な医療機関によるへき地診療支援の責務   

についての  
○ へき地診療、夜間診療、救急医療などへの従事、協力に関する医師の ≡O H18医療法改正で対応  

看の県の  

今後、「医療施設体系のあり方に関する検討会」にて幅広く検討  
○ へき地医療支援を地域医療支援病院の要件化   

面での配  

○へき地医療、小児救急医療、周産期医療のうち一定のものについて、 要○今後、公益法人制度改革の動向を踏まえつつ、社会医療法人の  
公益性の高い医療法人に対し、税制面での配慮を検討  … 税制優遇を平成19年度税制改正で要望予定  

○ 今後、関係学会等と相談  

○ 今後、関係学会等と相談  

○ へき地・離島での診療を「地域診療」の専門性として評価することの検討  
○ へき地診療経験を、へき地医療関連専門医の取得要件とすることを、  

○ 公的病院等において、報酬や勤務条件面で、へき地・離島での医師の  
…○今後、全自病・日赤欄生会・厚生連・国病機構等に働きかけ  

する国民の理  
O H18医療法改正でも対応   

（30条の4第2項3号を活用して良心的な医師をサポート）  

○ へき地医療情報ネットワークのホームページ等を活用して広報予定  
○ 第10次へき地保健医療対策において、都道府県が推薦するへき地  
医療活動について、へき地医療情報ネットワークHP等を活用して広報  
していく予定。『厚生労働』にへき地の医療に従事する医師等が執筆  

○ へき地診療、夜間診療、救急医療、小児・周産期医療に従事、協力する  
医師の活動を積極的に広報し、国民の理解を深める。  

師確保対策  成・研修課程における   

○ 平成18年度は新たに9大学において地域枠導入  
（平成用年度現在：16大学121人）。■   
今後、文科省にて、地域枠の拡充や、県の奨学金との連動、  

各大学における、将来、出身地にとらわれず地域医療へ従事する  
意志を有する者を対象とした入学者選抜枠の設定の促進。  

0 入学定員における地域枠の拡大促進。その際、都道府県において、  
奨学金の有効活用等、地元定着を促進。  

ぎ○今後、知事会の動向を踏まえつつ、厚労省・総務省・文科省の3省   
毒 で検討  

○ 自治医大の定見枠の見直しと卒業生の地域定着促進策の検討  

018年度より、医師臨床研修制度・研修管理委員会・管理委員長  
研修等において対応済み。18年度作成の指導ガイドライン試行版  
においてプログラム例、指導法等を提示済み。今後、現場の意見を  

○ 卒後臨床研修制度で履修が義務化されている「地域保健・医療」分野に  
ついて、臨床研修病院及び大学病院に対し、へき地■離島診療所を含む  
地域診療を体得できる研修プログラム作りを促進  

踏まえ完成版を作成。  

○ 卒後臨床研修制度において、すべての医師がプライマリ・ケアを中心に  
幅広く基本的な診療能力を身につけることにより、小児科・産婦人科、救急  ！018年度作成の指導ガイドライン試行版においてプログラム例、  

富指導法等を提示済み。今後、現場の意見を踏まえ完成版を作成。  
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